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 お客様 各位  
ＴＲ１１０４  
２０１１年５月  

泰和電気工業株式会社 
営業技術部   

 
 
 

 地絡方向継電器の形式による動作特性の差異について  
  
 
貴社ますますご清栄の段お喜び申し上げます。 
弊社製の高圧用地絡方向継電器（以降ＤＧＲと略記します）は、２種類の動作方式の製品をラ

インアップしております。それぞれの方式の差異についてご説明いたします。適用する系統に最

適な方式の製品を選択して頂くための検討用資料として活用して戴けるよう宜しくお願いいた

します。 
 
１．対象製品 
検討対象としている動作方式は次の２種類の方式となります。 
何れの形式ともＪＩＳＣ４６０９適合品です。 
（１）Ｉｏ－Ｖｏ比較方式 
形式：ＳＨＧ－Ｍ１１（受電用）／ＳＨＧ－Ｍ２１（分岐用） 
（２）電流抑制方式 
形式：ＳＨＧ－ＡＦ３（受電用と分岐用の区別はなく、両用途に共通して適用可）  

 
２．動作特性の概要 
（１）設置方法 
 ＤＧＲを受電設備に設置する場合は、必要な電気量をＤＧＲに導入するために、ＺＣＴなどの

付属設備が必要です。２つの方式の設置方法詳細を図１ａとｂに示します。ＺＣＴは共通ですが、

方式によりＺＰＤまたはＺＰＣを使用します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ｂ．電流抑制方式 
 ＺＣＴとＺＰＣを使用し、Ｉｏ

とＩｃをＤＧＲに導入する。 

ａ．Ｉｏ－Ｖｏ比較方式 
 ＺＣＴとＺＰＤを使用し、Ｉｏ

とＶｏをＤＧＲに導入する。 
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図１．ＤＧＲの設置方法 
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（２）動作特性 
 動作特性グラフを図２ａとｂに示します。この動作特性において、Ａ～Ｃの３つの領域におけ

るＤＧＲの動作可否をまとめると表１のようになります。ここでＡ領域とＣ領域では両方式の動

作特性上の差異はなく、同様な動作特性となりますが、Ｂ領域での応動に違いが生じます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１．両方式の３領域における動作状況 

領域 領域の説明 Ｉｏ－Ｖｏ 
比較方式 

電流抑制 
方式 備考 

Ａ領域 
Ｉｏ，Ｖｏ，Ｉｃ何れも充分な

大きさがある地絡事故で、位相

判定が行える内部事故 
○ ○ 内部地絡事故の通常の動作

を行える 

Ｂ領域 Ｉｏは大きいが、Ｖｏ，Ｉｃが
小さい領域の内部事故 

× 
（注１） 

○ 
（注２） 

Ｖｏ，Ｉｃが小さい時の内部

地絡事故では、方式による差

異が生じる  

Ｃ領域 Ｉｏが整定値以下またはマイ
ナス（外部）方向の外部事故 × × 外部地絡事故は不動作とな

る。 

 
 
 
 
（注１）内部地絡事故であっても、Ｖｏが整定値以下では動作できない。 
（注２）Ｉｃが感度値以下の時は無方向性となるので、Ｉｏが整定値を超えれば動作できる。 
 
 
 

○：ＤＧＲ動作 
×：ＤＧＲ不動作 

図２．ＤＧＲの動作特性 

ａ．Ｉｏ－Ｖｏ比較方式 
Ａ領域のみ方向判別により動

作します 
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ｂ．電流抑制方式 
Ａ領域は方向判別により動作し、

Ｂ領域は無方向性で動作します 
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（３）両方式の差異の詳細（Ｂ領域の説明） 
①Ｉｏ－Ｖｏ比較方式では、Ｉｏが整定値を超えて流れる内部地絡事故が発生しても系統の地

絡電源容量の大きさによっては、Ｖｏが整定値電圧を超えないケースがあり得ます。その様

なケースがＢ領域に対応しますが、このＤＧＲの特性上、Ｉｏが整定値を超える内部地絡事

故であってもＤＧＲは動作できません。 
②電流抑制方式ではＩｃの感度値以下のために、Ｉｏとの位相判定は行わず、Ｉｏの大きさだ

けで動作します。無方向性の通常のＧＲと同じ動作となりますので、Ｉｏが整定値を超える

内部地絡事故は全て動作可能です。 
 

 
３．適用上の留意点 
（１）通常の高圧系統での内部地絡事故 
通常の高圧系統では、内部地絡事故発生時にＩｏ、Ｖｏ共に整定値を大きく超えた電気量が生

じることがほとんどのため、Ｂ領域に入ることは少なく、Ａ領域にて動作判定を行いますので、

どちらの方式のＤＧＲを使用しても応動上の差異が生じることは少ないと言えます。 
（２）地絡電源容量の大きな系統 
一方、地絡電源容量が大きい配電系統の場合は、Ｉｏの大きさが整定値を超える内部地絡事故

時に、Ｖｏ電圧の発生が小さく、Ｖｏが整定値に達しないケースでは、Ｉｏ－Ｖｏ比較方式のＤ

ＧＲは動作できませんが、電流抑制方式のＤＧＲは無方向性となって動作可能です。具体的な地

絡電源容量の大きさなどの詳細は添付資料１を参照して下さい。 
（３）外部地絡事故時のもらい事故応動 
Ｉｏ－Ｖｏ比較方式の場合は、原理的にもらい事故の可能性はないので、特に考慮する必要は

ありません。電流抑制方式の場合は、特定の条件下では無方向性となることがあるので、もらい

事故動作しないためのチェック項目があります。Ｉｏの整定値を０．２Ａとした場合、自電気設

備内の対地静電容量の総和が０．８μＦ／相 以下である必要があります。２２ｍｍ２ＣＶケー

ブルの場合では亘長約２．９ｋｍに相当することより、一般的には実用上考慮する必要はありま

せん。詳細は添付資料２を参照して下さい。 
 
４．まとめ 
ＤＧＲにおける２つの方式について詳細の説明を行いました。ほとんどの地絡事故時における

選択性能（内部地絡事故で動作し、外部地絡事故では動作しない）に差異はありませんが、地絡

電源容量が大きい配電系統では内部地絡事故時の応動に一部差異が生じますので、機種選定に際

してご留意頂きたいと思います。 
 
 
 
添付資料１．地絡電源容量の大きな系統におけるＤＧＲの応動 
  ――Ｉｏ－Ｖｏ比較方式の地絡方向継電器の場合―― 
添付資料２．電流抑制方式における適用上の確認事項 
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 地絡電源容量の大きな系統におけるＤＧＲの応動 

――Ｉｏ－Ｖｏ比較方式の地絡方向継電器の場合―― 
 
１．初めに 
Ｉｏ－Ｖｏ比較方式のＤＧＲ（形式ＳＨＧ－Ｍ１１／Ｍ２１形）では、内部地絡事故発生時に

Ｉｏ電流は充分流れてもＶｏ電圧が低く、ＤＧＲが動作できないケースがあり得ます。その様な

現象の詳細と実際の系統の値についてご説明いたします。 
 
２．現象の説明 
地絡事故発生時のＩｏ電流とＶｏ電圧の関係は（１．１式）（１．２式）によります。 

 
Ｉｏ＝√３×２×π×ｆ×Ｃ×Ｅ     （１．１式） 
   ここで Ｉｏ：地絡事故点に流れる電流 
  ｆ：系統周波数 
  Ｃ：接続された配電系統の対地静電容量の総和 
  Ｅ：定格電圧（６６００Ｖ） 

 
地絡事故時のＶｏ電圧の表現に変形すると 
Ｉｏ＝３×２×π×ｆ×Ｃ×Ｖｏ     （１．２式） 
   ここで Ｖｏ：零相電圧   完全地絡時は３８１０Ｖ ５％値は１９０Ｖ 

 
（１．２式）は一定のＩｏが流れる場合、配電系統の対地静電容量の総和ＣとＶｏ電圧は反比

例の関係にあることを示しています。通常のＩｏの整定値０．２Ａを基準に考えると、Ｃが２倍

になれば、Ｖｏは、１／２になります。これは、ＤＧＲが動作するＩｏ電流を流すために、「地

絡電源容量が大きい」＝「系統の対地静電容量の総和が大きい」場合、Ｖｏは小さい電圧でよい

ことを意味しています。内部地絡事故時にＩｏ＝０．２Ａ Ｖｏ＝５％で有る場合の系統の対地

静電容量の合計は、表１－１となります。 
 
表１－１ Ｉｏ＝０．２Ａ Ｖｏ＝５％における配電系統の限界値 ＜５０Ｈｚの場合＞ 

Ｉｏの大きさ（Ａ） 

Ｖｏ＝５％ 
（１９０Ｖ） 

Ｖｏ＝３０％ 
（１１４３Ｖ） 

Ｖｏ＝１００％ 
（３８１０Ｖ） 

配電系統の対地静

電容量Ｃの合計 
（注１） 
（μＦ／相） 

配電系統の亘長 
ＣＶケーブル 

１００ｍｍ２の場合

（０．４７μＦ／相） 
０．２０ １．２ ４．０ １．１１μＦ／相 ２．３６ｋｍ 

（注１）対地静電容量の合計とは、電力会社の配電系統全体と、その系統に接続されている全て

の需要家の対地静電容量の合算です。 
 
ＣとＶｏは互いに反比例の関係にあることより、表１－１の対地静電容量の合計を越えた系統に

接続されている受電設備では、整定値を超えるＩｏ電流が流れる内部地絡事故発生時にＶｏの発

生が５％未満になることがあります。 
Ｉｏ－Ｖｏ比較方式のＤＧＲでは、Ｉｏ，Ｖｏがともに整定値以上で有る場合に動作可能である

ことより、Ｖｏが整定値未満の地絡事故の場合、事故点が内部であってもＤＧＲとしては動作で

きないことになります。 
 
 

（１／２） 
添付資料１ 
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３．まとめ 
Ｉｏ－Ｖｏ比較方式のＤＧＲでは、配電系統の対地静電容量Ｃの合計が大きい系統に接続さ

れた受電設備において、Ｉｏが整定値を超えてもＶｏが整定値未満で有るとＤＧＲとしては内

部地絡事故であっても動作できないことがあり得ます。その限界値はＶｏ＝５％における状況

で考えると配電系統の亘長の限界は僅か数ｋｍと非常に短いことになります。ただし、ＤＧＲ

が動作すべき内部地絡事故は一般に３０％地絡と称されており、５％値ぎりぎりでの地絡事故

を対象とすることは少ないので、実際の系統においては表１－１に示す様な限界値での応動と

はならず、裕度を持ったリレー動作が期待できます。 
Ｖｏ＝５％近くの地絡事故においてもＤＧＲの動作を要求する様なシビアな設備においては、

Ｉｏ－Ｖｏ比較方式のＤＧＲでは内部地絡事故時に動作できないケースがあり得ることを承知

した上でのリレー選択とすることが必要です。 
 

（２／２） 
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電流抑制方式における適用上の確認事項 
 
１．初めに 
抑制電流方式（形式ＳＨＧ－ＡＦ３形）の地絡方向継電器は、内部地絡事故においてＶｏ電圧

の発生が小さい場合においても高感度に地絡事故を検出して動作することが出来る特徴を有し

ています。この特徴を有効に機能させるために、適用される受電設備における確認事項がありま

す。この確認事項の詳細を説明いたしますので、本継電器の適用にあたり、お客様の設備の状況

について御確認頂きたく宜しくお願いいたします。 
 
２．確認頂きたい事項 
 ＤＧＲの設置状況を図２－１に示します。また、動作特性を図２－２に示します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－１において外部Ｆｏ点での地絡事故発生時にＩｏ電流は構内よりＩｃ＋ＩＣＬが流出し

ます。このＩｏが整定値を超える場合は、抑制電流Ｉｃは必ずＩｃ感度以上とならなければな

りません。抑制電流がＩｃ感度値未満の場合は無方向性の動作（図２－２のＢ領域）となるの

でもらい事故動作となってしまいます。抑制電流がＩｃ感度値以上であれば方向判定を行い確

実に外部判定となり継電器は動作しません。これらの関係は（２．１式）となります。 
 
  動作電流整定値（Ｉｏ）   構内の対地静電容量の総和（ＣＬ） 
    抑制電流（Ｉｃ）      ＺＰＣのコンデンサ容量 
 
継電器の電流整定値を０．２Ａとした場合の各値をこの関係式に代入すると 
 
    ２００ｍＡ      ＣＬ 
     ５ｍＡ     ０．０２μＦ 

ここで 
Fo：外部の地絡事故点 
CL：構内の対地静電容量の総和 
Ic：ZPCに流れる抑制電流 
ICL：CLに流れる対地電流 
Io：流出電流の総和 

Ａ領域：Io , Ic ともに動作レベルを超
えており、方向判定を行い動作します。 
Ｂ領域：Ic が感度以下となることより
抑制がかからないので、無方向性とな

り Io の大きさのみで動作します。 
Ｃ領域：Io 整定値以下で不動作です。 

図２－１ ＤＧＲの設置 図２－２ ＤＧＲの動作特性 

≧ （２．１式） 

≧ （２．２式） 

ＤＧＲ 

CL 
Fo 

Ic 

内 部

Io = Ic + ICL 

外 部

ZCT 

ICL 

ZPC 

Io整定値 

Ic 

Io 

Ａ領域 

Ic 感
度値 

Ｂ領域 

Ｃ領域 

＋Io=内部 －Io=外部 

０ 

（１／２） 
添付資料２ 
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となり、構内の対地静電容量の総和ＣＬは０．８μＦ以下となります。従って、もらい事故にな

らないためには構内の対地静電容量が０．８μＦ以下に制限されます。例えば２２ｍｍ２、ＣＶ

ケーブルの場合、亘長は約２．９ｋｍに相当します。一般の受電設備ではこれより短いことがほ

とんどですので、通常はその都度検討する必要はありませんが、構内の２次変電所などへのケー

ブルが、これより長い場合はＩｃ取り出し用ＺＣＴの接地線を複数巻とすることにより、ＣＬ適

用限界を大きくすることが出来ます。（例えば２回巻にすればＣＬは、２倍の１．６μＦまで適

用出来る様になります） 
適用できる構内の静電容量の総和とＩｃ取り出し用ＺＣＴの接地線の巻数の関係を表２－１に

示します。 
 
表２－１ 適用可能な構内の静電容量の総和とＩｃ取り出し用ＺＣＴの接地線の巻数の関係 

適用可能なＣＶケーブルの最大亘長(km) Ｉｃ取り出し

用ＺＣＴの接

地線の巻数 

適用可能な

構内の静電

容量の総和

(最大値) 
22mm2 

(0.28μF/相) 
38mm2 

(0.33μF/相) 
60mm2 

(0.39μF/相) 
100mm2 

(0.47μF/相) 
備 考 

１ターン 0.8μF/相 2.9 2.4 2.1 1.7  

２ターン 1.6μF/相 5.7 4.8 4.1 3.4  

３ターン 2.4μF/相 8.6 7.3 6.2 5.1  
４ターン以上の場合も同様に適用可能な最大値が大きくなります。 
 
 
３．まとめ 
抑制電流方式（形式ＳＨＧ－ＡＦ３形）の地絡方向継電器は、内部地絡事故においてＶｏ電圧

の発生が小さい場合においても高感度に地絡事故を検出して動作することが出来る特徴を有し

ていますが、構内の対地静電容量の大きさによっては外部地絡事故時にもらい事故となるケース

がありえます。構内の高圧ケーブルが長い受電設備の場合は、念のため構内の静電容量の総和を

御確認頂き、表２－１に示す適用可能な最大値を超える受電設備においては、Ｉｃ取り出し用Ｚ

ＣＴの接地線の巻数を増やす処置を実施頂きたく、宜しくお願いいたします。 
 

 
 
 
 
 
 
 

（２／２） 


